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知財戦略プロデューサー

派遣 大学など

✓年1回の公募

✓支援開始時に支援計画を作成。継続支援には支援計画の達成が必要

✓支援期間は約10～11か月、連続した継続支援も可能

✓必要な日数分だけ、柔軟な支援が可能（支援期間ごとに最大25~30日）

大学フェーズ 産学連携フェーズ

有望なシーズの発掘・活用支援

スタートアップ創出支援

企業との大型共同研究支援※

※共同研究受入額が年間1000万円以上

スキーム① スキーム②

スキーム③

iAcaの支援内容等は「iAca特設サイト」をご覧ください。

✓ 研究初期段階の支援から、社会実装に向けた知財戦略策定等の支援までシームレスに実施可能。

✓ 継続審査を通れば、次の支援期間も切れ間なく支援を受けることが可能。

✓ 高専及び国研への支援も可能。

ここがポイント！

iAca特設サイトURL：https://ip-academia.inpit.go.jp/

大学等によるイノベーション創出は、科学技術の進展や新産業の発展に伴い、グローバル市場の中で、我が

国の経済発展には欠かせません。特に、大学等の研究成果を、広く社会へ還元し、更なる研究の発展や社会実

装へとつなげていくために、知的財産権は重要な役割を担います。

INPIT(独立行政法人工業所有権情報・研修館）が2024年度から実施している「大学等の研究成果の社会実装

に向けた知財支援事業（IP Acceleration program for Academic R&D projects：略称 iAca（アイアカ））」は、

大学等に知的財産マネジメントの専門家である「知財戦略プロデューサー（知財PD）」を派遣し、INPITがこ

れまで蓄積してきた知財支援ノウハウを広く活用し、大学等の研究成果の迅速な社会実装を支援することによ

り、イノベーションの実現を目指すことを主たる目的とします。本事業の特徴は、以下の通りです。

iAcaの支援スキーム

iAcaの目的

https://ip-academia.inpit.go.jp/
https://ip-academia.inpit.go.jp/
https://ip-academia.inpit.go.jp/
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本ナレッジ集の趣旨・キーワード

iAcaでは、2024年度は40件（スキーム①15件、スキーム②20件、スキーム③5件）、2025年度は40件（スキー

ム①18件、スキーム②18件、スキーム③4件）の支援を実施してきました（継続案件の重複含む）。本ナレッジ集

は、iAcaの支援を通じて得られた知見やノウハウを広めることで、URA等の研究支援者が大学等の研究成果を迅

速に社会実装につなげるための一助となることを目的としています。特に、iAcaでは、知財戦略プロデューサーと

派遣先が協働で支援計画書を策定し、社会実装に向けたマイルストーンに沿って支援を進めていくことが本事業の

特徴と言えます（社会実装に向けたマイルストーン型支援）。

本ナレッジ集は、それぞれの事例ごとにマイルストーンをどのように設定し支援していったかを説明しています。

また、社会実装に向けた研究支援活動の一助となるように、付録として①支援計画書の作成、②ビジネスモデルの

可視化、③大学等支援の施策例を添付していますので、是非活用ください。

スキーム 事例 派遣先 キーワード

スキーム①
有望なシーズ
の発掘・活用
支援

バイオ系有望シーズの発掘及び
知財戦略等策定

岐阜大学 研究者情報、知財戦略、ターゲット市場の特定

情報通信系有望シーズの発掘及
び知財戦略等策定

公立はこだて
未来大学

研究者ヒアリング、市場・技術動向調査

創薬系有望シーズの発掘及び知
財戦略等策定

国立循環器病
研究センター

共同研究、出口戦略、出願戦略

スキーム②
スタートアッ
プ創出支援

スタートアップ設立前の知財関
連 リスクの整理

近畿大学 共有特許、ライセンス契約、ロイヤリティ率

機械・ロボティクス分野におけ
る スタートアップ創出

非公表
バリューチェーン分析、オープン・クローズ戦略、
知財ポートフォリオ

ビジネスモデル構築を基にした
GAPファンド獲得

信州大学 GAPファンド、知財戦略、ビジネスモデル

触覚技術シーズのユースケース
ごとの戦略マップ策定

東北大学 ビジネスモデルのユースケース、SWOT分析

スキーム③
企業との大型
共同研究支援

大学を主体とした研究会の知財
規程の整備及び知財戦略の策定

茨城大学
研究会（コンソーシアム）の知財規程、オープン・
クローズ戦略、国内優先権主張出願制度

大学発スタートアップへの
ライセンス戦略の構築

山形大学
保有知財の整理、ライセンス契約、知財ポートフォ
リオ

事例ごとのキーワード

本ナレッジ集の趣旨

※本事例は派遣先及び知財戦略プロデューサーへのヒアリングを基に作成されており、事例を省略・簡略化して
いる部分もございますので、ご了承ください。



事例の索引・構成

5

スキーム①
有望なシーズの発掘・活用支援

スキーム②
スタートアップの創出支援

スキーム③
企業との大型共同研究支援

（１）

研究者特定

（２）

シーズ特定

（３）

特定した

シーズ

活用検討

（４）

ビジネス

モデル策定

（５）

知財戦略

策定

（６）

スタートアッ
プ

設立（準備）

バイオ系有望シーズの発掘及び

知財戦略等策定（岐阜大学）

※支援ステップ（１）（２）

1－1

情報通信系有望シーズの発掘及び知

財戦略等策定（公立はこだて未来大

学）

※支援ステップ（３）

1－2

創薬系有望シーズの発掘及び知財戦

略等策定（国立循環器病研究セン

ター）

※支援ステップ（２）（３）

1－3

スタートアップ設立前の知財関連

リスクの整理（近畿大学）

※支援ステップ（５）

2－1

機械・ロボティクス分野における

スタートアップ創出（非公表）

※支援ステップ（４）（５）（６）

2－2

ビジネスモデル構築を基にした

ギャップファンド獲得（信州大学）

※支援ステップ（４）（６）

2－3

触覚技術シーズのユースケース

ごとの戦略マップ策定（東北大学）

※支援ステップ（６）

2－4

大学発スタートアップへの

ライセンス戦略の構築

（山形大学）

※支援ステップ（8）

3－2

大学を主体とした研究会の

知財規程の整備及び知財戦略の策

定（茨城大学）

※支援ステップ（7）

3－1

バイオ

情報通信・
サービス

IT

工学

無機化学

創薬

工学

機械

バイオ

（７）

共同研究成果の

事業化戦略策定

（８）

共同研究成果に関する

ライセンス方針策定

事例の索引（スキーム及び支援ステップごと）



6

車載テレマティクスにおける次世代通信技術を発掘し、大手トラックメーカーとの
共同研究、または大学発スタートアップ設立を目指す。

事例の索引・構成

事 例

共同研究

派遣先の目標

社会実装の方向性

社会実装に向けた目標1

支援期間 （約10か月）支援項目

研究者の特定
テレマティクス技術に関連

する有望な研究者を特定

研究者ヒアリング

を通じたシーズ特定

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン2

✓ ヘッダーは、「事例タイトル・派遣先名・スキーム＃・技術分野・支援フェーズ」を記載しています。

スタートアップ創出

✓ ①は、派遣先の知財戦略プロデューサー支援による目標、知財戦略プロデューサー支援の対象となる研

究シーズの想定される社会実装の方向性を記載しています。共同研究は企業等での実施、スタートアッ

プ創出はスタートアップでの実施を想定しています。

✓ ②は、想定される社会実装に向けて、知財戦略プロデューサーと派遣先が協働で策定したスケジュール

及びマイルストーンを記載しています。支援項目はiAca支援計画書からの抜粋です（付録①参照）。

マイルストーンごとの支援成果（シーズ特定）３

✓ ③は、②で策定したスケジュールのうち、マイルストーンごとの支援成果を分解して、支援ポイントや

助言内容を記載しています。括弧書きは当該支援期間のマイルストーンを記載しています。

5名程度の研究者とヒアリングを

実施し、大手トラックメーカーと

共同研究できそうなシーズを特定

✓ 情報通信系の研究者のうち、輸送物へのアプリケーションが見込まれるシーズを論文アブストラクトから

抽出。車載と関連ないと考えられるコア技術からの用途転換の発想力。

ここがポイント！

支援期間 （約10か月）支援項目

研究者の特定
テレマティクス技術に関連

する有望な研究者を特定 高：知財専門家相当の知見・経験があれば実施可能と考えられる
中：知財専門家と協働で実施可能と考えられる
低：OJT等の研修を通じて、単独で実施可能と考えられる

難易度：高

事例の構成



Scheme
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スキーム 1
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派遣先：岐阜大学

1-1.

バイオ系有望シーズの発掘及び知財戦略等策定



研究者情報リストから、発明発掘

の候補となる研究者を特定

支援期間（約10か月）

特定したシーズについて、ターゲット

となる市場、及び連携企業候補を抽出

出口戦略を策定

支援項目

シーズ特定

共同研究

9

研究者情報リストを作成

優先順位付けのための評価項目を設定。

ポイント

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

特定した研究者に対するヒアリング

を実施し、有望なシーズを特定

市場動向調査を実施

出口戦略

策定

社会実装に向けた

知財戦略を策定
知財戦略

策定

ターゲット市場候補・

企業候補の特定。

ポイント

優れた研究成果を

有する派遣先の

研究者の特定

優れた研究成果の

発掘やシーズの特定

社会実装に向けた

知財を含む

出口戦略の策定

発掘したシーズや

研究成果の活用に

ついての検討

技術動向・

市場動向等の調査

社会実装に向けた知財

を含む出口戦略の策定

発明発掘バイオ

事 例

派遣先

バイオ系有望シーズの発掘及び知財戦略等策定

岐阜大学 スキーム①

⚫ 発掘したシーズに対して、ターゲットとなる市場の特定と、当該市場における連携

企業候補の特定を行った上で、実用化に向けた知財戦略と出口戦略を策定し、企業

との共同研究やライセンスに繋げる。

⚫ 特定したシーズに対する知財戦略と出口戦略の策定を行い、企業との共同研究又は

実施許諾を成立させる。

派遣先の目標
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✓ 研究者情報リストから優先順位をつけるため、競争的資金のテーマ、金額、特許出願の有無、若手研究者、共同研

究の有無から評価項目を設定し、重みごとにポイントを付与。

マイルストーンごとの支援成果（シーズ特定）3

ここがポイント！

研究者情報リストから、発明発掘

の候補となる研究者を特定

シーズ特定

研究者情報リストを作成

特定した研究者に対する

ヒアリングを実施し、シーズを特定

評価項目 重みづけした項目 ポイント

競争的資金で現在進行中のテーマが、産業上有用な発明を生み出し

得る研究テーマであること

〇

※共同研究に結びつく可能性

が高いため

2

現在進行中の競争的資金が基盤B以上又はそれに相当する金額以上

の競争的資金であること
1

筆頭発明者としての特許出願（審査中又は権利存続中）が無いこと 1

若手研究者であること 1

企業と共同研究を実施中であること 1

その他（起業の希望、学内プログラムへの採択等等） 1

研究者A 3ポイント

研究者B 6ポイント

研究者C 5ポイント

研究者D 1ポイント

研究者E 3ポイント

⚫ 研究者情報リストに点数付け

優先順位付けのための評価項目を設定

ポイント優れた研究成果を

有する派遣先の

研究者の特定

優れた研究成果の

発掘やシーズの特定

⚫ 優先順位付けを基に研究者へヒアリングを実施

難易度：低

優先順付けのための評価項目を設定

支援期間（約3か月）支援項目
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✓ 市場調査、シーズに関連する特許文献の探索結果を踏まえ、ターゲットとなる市場、興味を示すと思われる連携

企業候補を提案。

ここがポイント！

• CDMO

• 検査会社

• 動物医薬企業

• 製薬企業

• 動物医薬

• 検査薬・装置

• 食品

• 医薬品

想定

ターゲット市場

連携可能性

のある企業

簡易レポートと

して取りまとめ

※研究シーズに対してどのようなニー

ズがあるのか不明であったため、特

許文献を調査し、ニーズがありそう

な製薬企業やスタートアップをリス

トアップした。

※市場調査について、確立した手法は無い

が、シーズの強みを考慮してWeb上の

マーケットレポート、国会図書館の市場

レポートなどを使って調査した。

特定したシーズについて、

ターゲットとなる市場、興味を示す

連携企業候補を特定

出口戦略を策定

市場動向調査を実施

出口戦略

策定

知財戦略を策定
知財戦略

策定

社会実装に向けた

知財を含む

出口戦略の策定

発掘したシーズや

研究成果の活用に

ついての検討

技術動向・

市場動向等の調査

社会実装に向けた知財

を含む出口戦略の策定

ターゲット市場候補・企業候補の特定。

ポイント

難易度：中

市場動向調査及び特許情報調査から連携企業候補を特定

①想定するターゲット市場を特
定し、公開情報から市場規模な
どの市場動向調査を実施。

②特許情報調査から関連し得る
企業を特定。

③簡易レポートとして取りまとめ。

マイルストーンごとの支援成果（知財戦略・出口戦略策定）4

支援期間（約7か月）支援項目
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共同研究等からの

共同出願

大学単独発明からの

ライセンス

企業ニーズを

満たした上での

特許ライセンス

MTAまたは共同研究

✓ 企業等との連携方針を特定したシーズに対して、研究の進捗や成果に基づき出口戦略また知財戦略を提案。

✓ 知財戦略は市場調査結果等を基に柔軟に更新し、変更点を改めて助言。提案例は以下の通り。

ここがポイント！

⚫ ヒアリングで発明発掘しても、特許出願できるケースは

少ない。そのため、急いで特許出願する必要はなく、

備忘録としてヒアリングシートに記録を残し、進捗を

確認していくことが必要である。

⚫ ヒアリングシートには以下の点を記録した。

ヒアリングはありがたいが、

現状の研究成果では

特許出願は難しい。

研究者

✓ 研究者ヒアリングが一回で終わり、次のステップに進まない。

✓ 特定したシーズ

✓ 知財戦略の提案：助言の内容をまとめ

✓ 今後の支援方針

• ライセンスすることにより特許収入を

得る。

• ニーズを掘り起こしつつ、装置を開発

する企業と連携して、装置とキットの

開発を行い、その企業に特許をライセ

ンスする。

• ノウハウとあわせて、有償のMTA又は

共同研究に基づき、製薬企業等に提供

する。

• 特許をライセンスされて製造された装

置を提供する。

出口戦略の観点 知財戦略の観点

• 大学が自由にライセンス先を決定できる

ように、大学単独で特許を取得する。

• 大学単独で特許出願をした上で、連携候

補企業との共同開発を行い、改良発明に

ついては大学と企業で共同出願をした上

で実用化を目指す。

• 大学単独で特許を取得することは難しい

と考えられたことから、関連特許を出願

又は取得している企業と連携し、可能で

あれば用途発明について企業と共同出願

する。

ここが課題！

難易度：高

企業等との連携を見据えた出口戦略・知財戦略等の提案例
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14

派遣先：公立はこだて未来大学

1-2.

情報通信系有望シーズの発掘及び知財戦略等策定



特定した研究者に対してヒアリングを

実施し、各研究の内容や強み、応用可

能性を整理したうえで、社会実装につ

ながる可能性のある発明候補や研究

シーズを特定

出口（UI/UX）を優先して部分的な発明

に分解し、権利化の優先順位付けを実施

共同研究

15

事業化検証で整理した技術要素

を前提に、社会実装を見据えた

出口戦略を整理し、その実現手

段として特許出願の方針や出願

範囲を具体化

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

情報通信・サービス

スタートアップ創出

注: UI＝ユーザインタフェース

UX＝ユーザエクスペリエンス（顧客体験）

社会実装の可能性をできるだけ広く探

るため、最初から評価せず、まずはヒ

アリングを通じて研究内容を整理。

ポイント

一連の支援を通して、研究成果を論文発表に

とどめず、社会実装や事業化を視野に入れる

意識を学内に浸透。

ポイント

優れた研究成果の

発掘やシーズの特定

社会実装に向けた知財を

含む出口戦略の策定

発明発掘

事 例

派遣先

情報通信系有望シーズの発掘及び知財戦略等策定

公立はこだて未来大学

支援期間（約20か月）支援項目

スキーム①

⚫ 研究者が有する研究シーズを体系的に把握・評価し、社会実装につながる有望シー

ズを継続的に創出できる仕組みを学内に定着させ、共同研究やスタートアップ創出

が自走的に生まれる体制を構築する。

派遣先の目標
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✓ 社会実装の可能性をできるだけ広く探るため、最初から評価せず、まずはヒアリングを通じて研究内容を整理。

ここがポイント！

特定した研究者に対してヒアリングを実施し、

各研究の内容や強み、応用可能性を整理した

うえで、社会実装につながる可能性のある発

明候補や研究シーズを具体的に抽出・特定

社会実装の出口

を見据えている

研究者

社会実装に

関心が薄い

研究者

• 想定出口（顧客が価値を実感するUI/UX）、価値の

源泉、利用シーン、実装上の制約、権利化との関係

を中心にヒアリングを行い、出口の妥当性と次のア

クションを整理。

• 加えて「画面提示×操作×遷移」の連動ルールを特

定し、権利化の優先順位を整理。

事業化や権利化ま

でに一定の距離が

ある場合には、論

文のたたき台が完

成した段階で連絡

をもらい、再度ヒ

アリングを実施。
• 社会実装を「研究の延長にある戦略的な選択肢」と

して位置づけ、研究者自身の言葉や関心領域に合わ

せて、出口の選択肢を翻訳して提示。

対象 ヒアリングの進め方

ヒアリング
準備

研究内容の把握

準備事項 実施事項

活用仮説の設定

市場・サービス

確認

先行技術の把握

論文・概要資料を確認し、研究の目的、入力データ、出力結果、技術的な

工夫点や新規性を整理。

想定される利用者、利用シーン、利用目的を洗い出し、1～2案の活用仮説

として整理。価値の実感点となる画面・操作・遷移も併せて言語化。

類似する既存サービスや製品の有無を調査し、想定される比較対象や差別

化の視点を整理。差別化要因がUI/UXにあるか（導線・フィードバック）

も確認。

当該分野における類似技術や研究事例を確認し、技術の位置づけや競合状

況を整理。回避するとUXが劣化するポイント（模倣されやすい出口）を抽

出。

✓ 大学と連携を行い情報を収集したうえで以下の準備を実施

✓ 研究者の社会実装に関する感触を踏まえたうえでコミュニケーションを実施

ヒアリング
実施

優れた研究成果の

発掘やシーズの特定

シーズ特定

難易度：低

有望な研究シーズの特定を行うためのヒアリングのポイント

支援期間（約3か月）支援項目

マイルストーンごとの支援成果（シーズ特定）3



✓ 目指す姿が明確になったことで、知財で守るべき対象や出願範囲を適切に設定。

ここがポイント！

✓ 市場動向調査・技術動向調査を通じて、コア技術の見せ方を整理し、社会実装に向けた方針転換を実施。

ここがポイント！

ARを活用した

エンタメ志向の運動支援

運動行動の継続を目的とした

行動介入型の支援技術

従来の社会実装方針

再定義した社会実装方針

先行技術調査 市場動向調査

＋

調査を通じて誰に刺さる技術なのか目指すべき姿を再定義

文献・特許・公開情報を基に、

関連技術や研究動向を把握

統計資料やヒアリング等を基に、

市場及びニーズの動向を把握

ピボット

事業化検証で整理した技術要素を

前提に、社会実装を見据えた出口

戦略を整理し、その実現手段とし

て特許出願の方針や出願範囲を

具体化

社会実装に向けた知財を

含む出口戦略の策定
出口戦略

策定

難易度：中

市場動向調査・技術動向調査結果から社会実装方針の転換

目指す姿が定まらないまま知財戦略を構築するリスク

17

難易度：高

17

知財投資の
費用対効果が
低下する

目指す事業像や活用方針が明確でない場合、知財で保護すべき対象が定まらず、結果と

して出願・維持に要する費用に対して、事業上のリターンが見込めない知的財産が形成

されるおそれがある。

公的資金・民間資金の
獲得に不利となる

ビジョンと知財戦略の関係が整理されていない場合、資金獲得の審査や評価の過程で、

知的財産がどのように事業価値や社会的価値に結びつくのかを十分に説明できず、資金

獲得の機会を逸する可能性がある。

参入障壁が弱くなる
目指す姿が不明確な状態では、顧客が価値を実感する出口（UI/UX）等の差別化要因を
特定できず、権利化対象の優先順位付けが困難となる。その結果、権利が分散し、参入
障壁が弱くなる。

マイルストーンごとの支援成果（出口戦略策定）4

支援期間（約7か月）支援項目



✓ 情報通信・サービス系の技術シーズにおいては、技術全体を一律に特許化するのではなく、どの部分を特許化の

対象とするかの見極めが重要。特に出口（UI/UX）を出願対象の優先順位の最上位とし、発明要素を部分発明と

して切り出して、出願順（一次出願／後続出願）を整理。

ここが課題！

✓ 研究者ヒアリングから有望なシーズ発掘、権利化検討までを一連のプロセスとして行うことで、研究成果の位置

づけを論文発表に限定しない等、社会実装を見据える意識が学内に浸透。

ここがポイント！

AI研究等の権利化における問題

AI研究等では、技術がクラウド上で

実行されるケースが多く、アルゴリ

ズムの内部を外部から確認できない。

そのため、特許化しても侵害立証が

困難で、実効的な権利行使につなが

りにくい。

UI等の周辺要素の権利化を検討

侵害の有無を外部から確認しやす

いUI等の周辺要素を権利化の対象

とすることにより、侵害立証や権

利行使の観点で一定の実効性を確

保することが可能となる。

多くの研究者と自身のシーズ調査から権利化検討を

行っていくことで学内の知財に関する意識が向上。

論文を直ちに公開するのか、特許出願

等を経た上で公開するのかについて、

事業化や知財の観点を含めて検討・判

断する研究者増加。

研究成果の創出

論文化検討

権利化検討
New

大学

一連の支援を通して、研究成果を論文

発表にとどめず、社会実装や事業化を

視野に入れる意識を学内に浸透。

ポイント
出口（UI/UX）を優先して

部分的な発明に分解し、権

利化の優先順位付けを実施

希望者への

ヒアリング

シーズの

特定

権利化検討
先行技術

調査

社会実装に向けた知財を

含む出口戦略の策定

注: UI＝ユーザインタフェース

UX＝ユーザエクスペリエンス（顧客体験）

知財戦略

策定

難易度：低

研究者ヒアリングから有望なシーズ発掘までの一気通貫支援による知財戦略策定

18

マイルストーンごとの支援成果（知財戦略策定）5

支援期間（約10か月）支援項目
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派遣先：国立循環器病研究センター

1-3.

創薬系有望シーズの発掘及び知財戦略等策定



研究者へのヒアリングを

実施し、シーズを特定

支援期間（約10か月）

特定したシーズに対して、

出口戦略を構築するために

技術動向調査を実施

出口戦略を策定

特定したシーズの社会実

装の方向性への助言し、

知財戦略を策定

支援項目

出口戦略策定

シーズ特定

出願

戦略

策定

共同研究スタートアップ創出

21

発明発掘に向けて、有望

な研究シーズを有する可

能性のある研究者の特定

バイオ

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

創薬

知財を通じた社会実装への

意識醸成の実施

市場動向調査を実施

出願戦略策定（出願時期

及び追加実験等の助言）

知財

戦略

策定

発明発掘

優れた研究成果を

有する派遣先の

研究者の特定

優れた研究成果の

発掘やシーズの特定

技術動向・

市場動向等の調査

発掘したシーズや

研究成果の

活用についての検討

技術動向・

市場動向等の調査

社会実装に向けた知財

を含む出口戦略の策定

発掘したシーズや

研究成果の

活用についての検討

ヒアリング対象の選定は新たな共同研究契

約・スタートアップ設立の可能性を探るため、

特許出願経験の少ない研究者を対象。

ポイント

研究開発のフェーズに合わせて

出口戦略・出願戦略を助言。

ポイント

事 例

派遣先

創薬系有望シーズの発掘及び知財戦略等策定

国立循環器病研究センター スキーム①

⚫ 研究者とのヒアリングを通じて、有望なシーズを特定し、出口戦略を策定する。出

口戦略が策定されたシーズについては、共同研究契約・スタートアップ設立の可能

性を探る。

⚫ 知財戦略プロデューサー派遣により得られた知見は発明発掘手法として活用する。

派遣先の目標



22

✓ 産学連携部門が特定した研究者に対して、研究状況や社会実装への意思等を踏まえ、ヒアリングの優先順位を

確定し、ヒアリング対象となる研究者リストを作成し、特許出願経験の少ない研究者から順次ヒアリングを実施。

ここがポイント！

✓ 創薬分野は開発に時間がかかるため、論文発表と特許出願をどのように折り合いをつけるか研究者と落としどころ

を検討する。

特許出願はしたいものの、

論文数や学会参加は評価

に重要であるため現時点

の研究成果を発表したい。
研究者

⚫ 限られた時間での発明発掘にあたり、効率的に対象を選定

するため、優先順位をつけてヒアリング。

若手研究者

共同研究の有無

競争的資金

獲得の有無

特許出願経験が

少ない研究者

優先順位

の項目例

• 今回は新たな共同研究契約・ス

タートアップ設立の可能性を探

るため、特許出願経験の少ない

研究者を対象とした。

• また、研究開始間もなく、ス

テップアップする可能性のある

研究者をピックアップした。

社会実装に関わる

研究テーマのキーワード

治療・診断・創薬

⚫ 産学連携部門が特定した研究者に

対して、研究状況や社会実装への

意思等を踏まえ、ヒアリングの

優先順位を確定し、ヒアリング

対象となる研究者リストを作成。

優れた研究成果を

有する派遣先の

研究者の特定

優れた研究成果の

発掘やシーズの特定

研究者へのヒアリングを

実施し、シーズを特定 シーズ特定

発明発掘に向けて、有望

な研究シーズを有する可

能性のある研究者の特定

知財を通じた社会実装への

意識醸成の実施

ここが課題！

⚫ 特許出願を強制するものではないとご理解いただけるよう配

慮した。

⚫ ヒアリング前に研究者の最近の研究動向を調べ、まずは研究

の一般的な話から進めることを心掛けた。

⚫ どのようなデータがあれば特許出願できるか、社会実装を目

指す場合は企業がどのようなデータに興味を示すか助言した。

工夫点

難易度：低

ヒアリング対象の選定は新たな共同研究契

約・スタートアップ設立の可能性を探るた

め、特許出願経験の少ない研究者を対象。

ポイント

研究者とのコミュニケーションを工夫することで、

特許を考えたことがない研究者の意識が変わると

特許を取りやすい状況になる可能性がある。

支援期間（約2か月）支援項目

マイルストーンごとの支援成果（シーズ特定）3
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✓ 研究開発のフェーズ、研究シーズの特徴を基に出口戦略・出願戦略を策定する。

ここがポイント！

⚫ 研究者に類似研究がある場合はどのように差別

化を図るか、特に先行している研究が存在する

場合はどのようなメリットがあるか検討を助言。

⚫ 先行品の有無、先行品があれば有効性・安全性

に関する情報を確認。

⚫ 研究段階でオープン研究を進める点、クローズ

にする点の線引き。

出口戦略の助言ポイント

研究者

⚫ 作用機序が他にないものなのか？

⚫ 先行している薬があれば研究シーズ

と比較し、有効性・安全性で優れて

いる点がないか？

研究シーズ

技術動向・

市場動向等の調査

発掘したシーズや

研究成果の

活用についての検討

技術動向・

市場動向等の調査

社会実装に向けた知財

を含む出口戦略の策定

発掘したシーズや

研究成果の

活用についての検討

特定したシーズに対して、

出口戦略を構築するために

技術動向調査を実施

出口戦略を策定

特定したシーズの社会

実装の方向性への助言し、

知財戦略を策定

出口戦略策定

出願戦略

策定

市場動向調査を実施

出願戦略策定（出願時期

及び追加実験等の助言）

知財戦略

策定

研究開発のフェーズに合わせて
出口戦略・出願戦略を助言。

ポイント

難易度：高

支援期間（約8か月）支援項目

マイルストーンごとの支援成果（出口戦略・知財戦略・出願戦略策定)4
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製薬企業と共同研究を推進

スタートアップを設立して、資金調達を進めながら開発

開発の方向性を議論

研究者B

研究者C

• モデル動物を用いた研究について今後の特許出願の可能性を検討、出願に

向けた方向性を助言。

• 出願予定の内容と社会実装の出口の方向性について議論を行い、追加で提出

する補足資料の内容を助言。

• 技術の基本が公知技術の組み合わせであったため、独自の工夫については

ノウハウとして秘匿を助言。

• 疾患の治療薬としての開発に向けて、どの製薬企業にどのようにアプローチ

するか助言。研究者がスタートアップ設立に関心を有しており、市場・競合

に関する調査を実施。

出口戦略と

出願戦略の連携

ノウハウ秘匿

社会実装の

方向へ検討

• 事業化に向けてビジネスモデルの構築及び研究開発戦略の立案を行い、

GAPファンドやVCからの資金調達を実現し、スタートアップを目指す。

• PoC取得を進め、製薬企業等との協業も目指す。

スタートアップ

設立準備へ移行

研究者A 出願戦略

研究者D

研究者ごとの出口戦略及び出願戦略等の助言例

出口戦略及び出願戦略の助言例5



Scheme
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スキーム 2
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派遣先：近畿大学

2-1.

スタートアップ設立前の知財関連リスクの整理



ライセンス方針、共有特許の

取り扱いを整理したうえで、

スタートアップ創出における

知的財産リスクを整理

スタートアップ創出

27

共有特許を事業で使用する場合

には、共有者と早期に交渉を行

い、あらかじめ同意を得ておく

ことで、権利関係を整理

した上で、円滑に技術提供や事

業化を進めることができる。

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

知財リスク

整理

事業化を進めるにあたり、大学から利用

すべき特許を明確にするため、研究者と

協働して製品・サービスの構成を確認、

その上で、大学保有特許と事業化対象技術

の対応関係を、特許ごとに整理

ライセンス対象特許をA/B/Cに

ランクを分類。また、事業計画

と照らし合わせ、ライセンス方

針を策定し、ロイヤリティの金

額についても検討

以下の観点で分類する。

A： 事業開始時から実施

B： 事業開始時は実施しないが、

その後実施の予定あり

C：現時点では実施の予定はないが、

将来実施の可能性あり

ポイント

ライセンス（新株予約権

の活用を含む）に

関すること

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

バイオ SU創出

出願戦略

策定

ライセンス

戦略策定

事 例

派遣先

スタートアップ設立前の知財関連リスクの整理

近畿大学（株式会社ビーフソムリエ）

ポイント

支援期間（約8か月）支援項目

スキーム②

⚫ スタートアップ設立を見据え、共有特許を含むライセンス方針を明確化するとともに、

他社特許のクリアランスを予備的に確認し、知的財産面でのリスクを整理したい。
派遣先の目標
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✓ スタートアップの事業で必要となる大学特許を特定するため、製品・サービスの構成を確認し、大学特許と事業

化技術を照合する対比表を特許ごとに策定。

ここがポイント！

大学保有特許①

特許請求の範囲 事業化対象技術の構成 充足（〇）or非充足（×）

請求項1

Xと、 Xを備える 〇

Yと、 Yの範囲に含まれる部品を使っている 〇

Zを備える Z及び他の部品をを使っている 〇

■対比表作成方法

事業化を進めるにあたり、大学から利用

すべき特許を明確にするため、研究者と

協働して製品・サービスの構成を確認、

その上で、大学保有特許と事業化対象技

術の対応関係を、特許ごとに整理

ライセンス（新株予約権

の活用を含む）に

関すること

項目 説明

①特許請求項と事業化技術を並べて

記載する

②各要件を「充足／非充足」で判定

する

③上位概念や追加構成の判定基準を

そろえる

④充足状況に基づき特許の要否を

判断する

⑤請求項1以外の独立項も同様に

確認する

✓ 左欄に特許の請求項を構成要件ごとに整理し、右欄に事業化技術の構成を

記載し、両者を対応づけて比較する。

✓ 事業化対象技術が請求項の構成要件を満たすかを要件ごとに確認し、充足

または非充足として整理する。

✓ 請求項の内容より少し広い表現や、事業化対象技術側がより詳しい構成に

なっている場合でも、請求項で要求されているポイントを満たしていれば

充足とする。

✓ 全構成要件が充足する場合は事業でその特許を実施するため大学から提供

が必要となり、一部でも非充足がある場合は提供が不要となる。

✓ 他の独立項が充足する可能性があるため、請求項1に限らず特許内の全独

立項を対象に同じ判定を行う。

出願戦略

策定

大学保有特許と事業化対象技術の対比例

大学保有特許と事業化対象技術の対比の手順

支援期間（約4か月）支援項目

難易度：中

マイルストーンごとの支援成果（出願戦略策定）3
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✓ 特許をA／B／Cに分類することで、創業前から事業計画と知財方針の整合を図り、事業と連携した知財戦略の構

築へとつなげた。

ここがポイント！

Aランク

定義：事業開始時から実施する特許

Bランク

定義：事業開始時は実施しないが、

その後実施の予定がある特許

Cランク

定義：将来実施の可能性がある特許

Aランク

Bランク

Cランク

事業ステージと特許活用タイムライン

創業前 事業開始 事業拡大 将来

活用開始

活用開始

✓ 公開情報等よりロイヤリティ相場の調査を行い、検討を行った。

ここがポイント！

あるべきロイヤリティ金額の設定

※事業開始前にまとまった金額を支払うこと

①ロイヤリティの相場

②スタートアップとして

期待するロイヤリティ金額

ライセンス対象特許をA/B/C に

ランクを分類した。また、事業

計画と照らし合わせ、ライセン

ス方針を策定し、ロイヤリティ

の金額についても検討
以下の観点で分類する。

A： 事業開始時から実施

B： 事業開始時は実施しないが、

その後実施の予定あり

C：現時点では実施の予定はないが、

将来実施の可能性あり

ポイント

①ロイヤリティ相場の調査

ロイヤリティ算定の基本となる「利益3分方式」「利益4分方式」などの

    評価手法に加え、公開調査資料から業界別の一般的なロイヤリティ相場

    を把握した。

②目指すべきロイヤリティ金額の検討

上記の相場や算定手法を参照しつつ、一般企業ではなく大学発スタート

アップを対象とする点に配慮し、初期の資金負担を抑えつつも大学にも

適切なリターンが確保される条件のあり方を検討した。

具体的には、

I. 一時金※を設定するか

II. ロイヤリティを売上連動型とするか

III. 成長に応じて料率を段階的に引き上げるか

という観点で、具体的な料率の案を整理した。

ライセンス

戦略策定

難易度：中

難易度：低

＋

支援期間（約2か月）支援項目

マイルストーンごとの支援成果（ライセンス戦略策定）4

ライセンス（新株予約権

の活用を含む）に

関すること



✓ 過去には、スタートアップで共有特許の提供を受けようとしたが、共有者の同意が得られなかったため、裁定請

求に発展した例がある。

ここがポイント！
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同意要否、特別条項の

有無を確認し、基本

ルールを把握

大学による単独所有の

可能性を検討し、共有

者の意向を確認

当該技術を大学単独で自由に提

供可能となり、ライセンス先の

検討が容易になる。

共同出願契約の確認 共有者への照会

共有者の意向を踏まえ、権利関

係上共有可能な範囲で提供する

方針を定める。

大学への

譲渡可

譲渡不可

知財

リスク

整理

共有特許を事業で使用する場合には、

共有者と早期に交渉を行い、あらかじ

め同意を得ておくことで、権利関係を

整理した上で、円滑に技術提供や事業

化を進めることができる。

ポイント ライセンス方針、共有特許の

取り扱いを整理したうえで、

スタートアップ創出における

知的財産リスクを整理

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

難易度：高

共有特許の取扱いに関する整理

想定されるビジネスモデル6

株式会社
ビーフソムリエ
（近畿大学発

スタートアップ）

食肉卸
生産者

大学 研究機関共同研究契約

ロイヤリティ ¥
特許の

ライセンス

利用料

¥

利用料

¥

肥育予測診断

サービスの提供

取り扱う牛の

特徴分析を通して

認定証を発行

肉牛を取扱う店舗等肉牛を飼育する生産者、飼料会社等

食品小売

飼育状態を早期に把握する

ことで品質や効率的な生産

に寄与

提携した牧場から仕入れる

牛の特徴を見出すことで、

高付加価値として

ブランド化または

ブランド強化に寄与

共有特許の利用を整理したうえで、以下のビジネスモデルを実施することを想定している。

サービスの流れ

モノの流れ

カネの流れ

¥

凡例

飼料会社

マイルストーンごとの支援成果（知財リスク整理）5

支援期間（約2か月）支援項目
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派遣先：非公表

2-2.

機械・ロボティクス分野における

スタートアップ創出



ビジネスモデルに基づく知財

戦略の設計（オープン・ク

ローズ戦略、標準化）

ビジネスモデル
策定

スタートアップ創出

33

ターゲット市場の特定と

優先度整理、

ビジネスモデル策定

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

機械

調査・検証を踏まえた

ビジネスモデルの

ブラッシュアップ

知財戦略策定

新規特許出願

の提案

予備的なクリアランス調査、

競合知財の棚卸し

知財ポート

フォリオ構築

大学–スタートアップ間の契約設計

（ライセンス方針・新株予約権含む）

SU創出

将来の競争局面に備え、

標準化・協業の進め方と、

オープン・クローズを

設計していく必要性を共有。

ポイント

技術バリューチェーン分析に

基づく顧客価値を整理、データ

解析系知財の強化が重要である

ことを議論し出願強化を提案。

ポイント

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

ビジネスモデルに基づく

知財戦略策定

事業化に必要な発明の発

掘、及び出願、権利化に

関する助言

知財ポートフォリオ

構築に関すること

特許等侵害のクリア

ランスに関する助言

ライセンス（新株予約権

の活用を含む）に

関すること

事 例

派遣先

機械・ロボティクス分野におけるスタートアップ創出

非公表

支援期間（約10か月）支援項目

スキーム②

⚫ スタートアップ創出の起点となるビジネスモデルと知財戦略を一体的に設計し、

研究成果の社会実装へと展開する。

⚫ 事業開始前の侵害リスク評価と模倣対策を具体化し、事業推進上の不確実性を

低減する。

派遣先の目標



✓ バリューチェーンを分析し、差別化・収益化を主導する工程と、協業での拡張を目的とする工程を峻別。

✓ 工程別に提供形態の可能性を検討して、どこで収益を得るかを整理。

✓ 工程別に、権利化／秘匿化を整理し、差別化の源泉を明確化。

ここがポイント！
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強み × 機会

標準化・データ連携による、

エコシステム構築での事業拡張を狙う

強み× 脅威

工程別に権利化／秘匿化を設計し、

先行企業の特許網に備える

弱み× 機会

不足要素は外部補完でMVPを

早期構築し、市場検証を加速

弱み× 脅威

協業範囲と権利・責任を先に定義し、

依存リスクを抑制

クロスSWOT分析SWOT分析

W 弱み
• バリューチェーン全体を単独で完結する体制がない

• 後発の市場ポジションで、実績づくりが課題

S

O

強み

機会

• 測定～解析のコア技術に独自性（差別化要素）がある

• 顧客ニーズが明確で、引き合いがある

• 自動化・省人化やGXなどで需要拡大が見込める

• 標準化・データ連携の潮流でエコシステム型に拡張し

やすい

T 脅威
• 先行企業が市場での実績・販路に強みを有する

• 競合特許網により、差別化設計が難しい

SWOT分析により、技術単体ではなく、どの工程で主導権を持ち、どこで協業を選ぶべきかを整理し、ビジネスモデル

設計の前提条件とした。クロスSWOTでは、強みを独占に使うのではなく、市場形成に使うという戦略提案を行った。

ビジネスモデル
策定

ターゲット市場の特定と

優先度整理、ビジネス

モデル策定

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

難易度：中

ノウハウで守る

権利化領域権利化領域

秘匿化領域秘匿化領域

特許で守る

✓ 工程ごとに競争環境・顧客価値・提供形態が異なるため、一律の権利化方針では主導権と拡張性が両立できない

ことに難しさがあった。また、ビジネスモデル設計と知財方針を往復しながら固める必要があった。

前処理 測定 解析
データ分

析・活用

バリューチェーン全体像

権利化

中心

コアのみ

権利化秘匿化

中心

改良

• 取引・協業で説明責任が求められる（第三

者への開示が避けられない）

• 協業などの交渉材料として権利を残したい

• 再現に手順・設定・運用条件などのノウハ

ウが必須（文書化しにくい）

• 現場データや運用への依存度が高く、権利

化しても模倣抑止につながりにくい

権利化中心とする判断軸（例）

秘匿化中心とする判断軸（例）

ここが課題！

SWOT分析によるビジネスモデル策定

工程ごとの知財戦略

マイルストーンごとの支援成果（ビジネスモデル策定）3

支援期間（約2か月）支援項目
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クローズ領域

（コア技術・ノウハウ）

オープン領域（市場形成・協業の入口） データ連携

共同開発

受託解析

標準化

先行企業のケーススタディを踏まえ、事業拡張に必要な論点

（主導領域・協業の組み方）を整理した。

⚫ 技術単体で提供するだけでなく、顧客の製品や開発の流れを

広く捉えて、より使いやすい形にした提供形態を検討する。

⚫ 単独のサービスにこだわらず、周辺技術・サービスと組み合

わせたハイブリッド型の提供も視野に入れる。

✓ 市場形成と競争優位を両立する観点として、協業・標準化の入口（オープン）とコア技術・運用ノウハウ（ク

ローズ）を整理するための論点を提示。

✓ 標準化・データ連携を、技術要素だけでなく仲間づくり／エコシステム形成の手段として捉える必要性を示し、

議論のきっかけを提供。

✓ 先行企業・競合の提供形態（装置／解析／データ）を洗い出し・比較し、統合型ソリューションに飲み込まれな

いための差別化の焦点設定に資する材料を整理。

ここがポイント！

技術の新規性・独自性

低 高

市場ポジション

（顧客基盤・知財）

小

大

先行企業A

先行

企業B

先行

企業C

シーズ

仲間づくりの場

ビジネスモデルに基づく

知財戦略の設計（オープン・

クローズ戦略、標準化） 知財戦略策定

ビジネスモデルに基づく

知財戦略策定

難易度：高

クローズ領域を基にしたオープン領域の展開

✓ 創業前後は、侵害懸念の解消（クリアランス）を優先しつつ、将来の標準化・協業に向けた論点整理も並行する

必要があり、同時に進めるのが難しかった。

✓ 先行企業は統合型ソリューションを構築しており、自社は装置／解析／データのどこで価値を出すかを先に定め

なければ、差別化が曖昧になりやすく、事業の焦点設定が難しかった。

ここが課題！

技術の特性と市場ポジションを踏まえた論点整理

マイルストーンごとの支援成果（知財戦略策定）4

支援期間（約3か月）支援項目
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✓ 先行企業（競合）が多く、関連特許の分布も広かったことから、クリアランスで避けるべき領域を見極めつつ、

協業・標準化で広げる領域も同時に設計する必要があった。競合と協業の両面を見た整理が難しかった。

✓ パートナー企業候補との役割分担を整理し、標準化・普及を見据えた協業シナリオを構築。

✓ 自社の差別化要素を棚卸しし、データ解析・モデル連携を中心に新規出願テーマを抽出。

ここがポイント！

実測データ取得基盤

解析ソフトウェア

現場条件・運用ノウハウ

自社 協業候補

大規模解析

プラットフォーム

シミュレーション基盤

• 単独開発では困難な標準化・普及を、協業を

通じて加速

• コア技術を守りながら、外部基盤を活用した

事業拡張が可能

• モデル精度・適用範囲の拡大

• 実測データを活用したサービス価値の向上

協業で得る価値（自社） 協業で得る価値（相手）

実
測

デ
ー
タ モデル

構
築

シミ
ュレ

ー
シ
ョ
ン検

証

・
補
正

業界標準を狙う

共通モデル基盤

業界標準を狙う

共通モデル基盤

協業等を通じた高度化（性能改善・解析機能拡張）に伴い、コア技術以外の周辺／用途領域でも知財の論点が

増え得るため、今後対応すべき論点として整理。

共通モデル基盤を起点に、開発・検証・実装が循環し、モデルの汎用化・高度化を通じて標準化を目指す協業構造

• 競合・関連特許の抽出

• クリアランスと懸念点の精査

• 回避すべき技術領域・提供形態の整理

• 協業候補・標準化の整理

• 役割分担・境界の設計

• 拡張テーマの整理（周辺／データ解析等）

守り

（クリアランス）

攻め

（協業・標準化）

クリアランス結果を踏ま

え、避ける領域と協業で

広げる領域を同時に設計

する必要がある
知財PD

知財ポート

フォリオ構築

クリアランス調査、

競合知財の棚卸し
特許等侵害のクリア

ランスに関する助言

ここが課題！

知財ポートフォリオ

構築に関すること
知財ポート
フォリオ構築

特許侵害の
確認

難易度：高

共通モデル基盤を踏まえた知財ポートフォリオの整理

予備的な特許侵害調査結果等を踏まえたビジネス領域の整理

マイルストーンごとの支援成果（知財ポートフォリオ構築、特許侵害の確認）5

支援期間（約5か月）支援項目
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派遣先：信州大学

2-3.

ビジネスモデル構築を

基にしたギャップファンド獲得



39

シーズ内容、事業化の分野

及び保有特許の整理

IJIE-GAPファンド

（ステップ２）申請への助言

スタートアップ創出

市場動向調査

対象の絞り込み

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

市場動向調査結果に基づいて、設立

予定のスタートアップが狙う市場、

シナリオの絞り込み

シーズの類似技術との優位性や独自性を確認し、

知財戦略（早期権利化、ノウハウ化の見極め）を策定、

及び競合技術との差別化要因について絞り込み

ビジネスモデルの構築、企

業との共有知財の実施権の

確保、ブラッシュアップ

出願戦略（海外展開、ブランディ

ング、ライセンス、競争優位性の

確保、参入障壁の構築等）の策定

採択！

※IJIE-GAPファンド
科学技術振興機構(JST) 大学発新産業創出基金事業 スタートアップ・エコシステム共創プログラムに採択され、甲信・
北関東の大学の特色ある研究成果・技術シーズに基づく起業を推進し、地方型スタートアップ創出・成長加速エコシス
テムの共創を実現するプラットフォーム「Inland Japan Innovation Ecosystem（IJIE)」が実施する、GAPファンド。
[URL] https://ijie.jp/startup-program/

スタートアップの

創業・運営に関すること

技術動向・

市場動向等の調査

GAPファンド申請支援

スタートアップの創業・

運営に関すること

特許、意匠、商標の情報

調査・分析に関すること

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

ビジネスモデルに基づく

知財戦略策定

市場及び社会的インパクトに

関する自主調査を基に想定市

場の絞込みや起業シナリオ案

を作成し、外部調査結果を得

て、VC・経営者公募人材と議

論のうえ市場の絞込み及び起

業シナリオを構築。

ポイント

工学 SU創出

共同研究企業との協業展開シナ

リオについて考慮しつつ、押さ

えておくべき要件（例：スター

トアップの実施権確保、権利の

共有と協業契約等）等について

TLO・大学の知財担当者を含め

て議論し、ビジネスモデルを構

築。

ポイント

GAP

ファンド

申請・採択

知財戦略
策定

ビジネスモデルの
ブラッシュアップ

出願戦略
策定

事 例

派遣先

ビジネスモデル構築を基にしたGAPファンド獲得

信州大学

支援期間（約20か月）支援項目

スキーム②

⚫ 研究者は優れた気体分離膜の研究シーズを世の中の課題解決に役に立つように事業化し

たいとの強い信念に基づいて、IJIE-GAPファンド
※
（ステップ１）の採択を受けて、大

学発スタートアップ設立を目指している。

⚫ 研究シーズの優位性を活かして起業するために、技術的な検証や市場動向調査を経て、

どの分野で事業化するのか、事業化に必要な知的財産の確保とビジネスモデルの構築を

行う。また、外部の経営者候補人材やVC等とも連携・協働しながら、起業準備を進める。

派遣先の目標



✓ 展開を予定している産業分野について、関連技

術・用途の分類や市場動向、取り巻く環境等に

ついて分析を実施

40

✓ ビジネスモデル構築にあたり、気体分離膜の応用展開が想定される複数の市場からの絞込みや起業シナリオ案を

作成し、外部調査結果も踏まえて、最初に狙う市場として工業炉における酸素富化製造装置に絞込みを行った。

ここがポイント！

想定市場の絞り込み スタートアップ成長段階のシナリオ想定

✓ スタートアップの創業～成長段階のシナリオに

ついて、競合優位性・差別化要因を確認

競合優位性は

どの点にあるか？

他社との差別化を

どこで図るか？

GAPファンド獲得にあたる支援のポイント

市場環境の整理
市場動向

政策動向

用途の分類

関連技術の分類

スタートアップの

創業・運営に関すること

技術動向・

市場動向等の調査

GAPファンド申請支援

スタートアップの創業・

運営に関すること

ヒアリングを実施し、シーズ

内容、事業化する分野

及び保有特許の整理

IJIE-GAPファンド

（ステップ２）申請への助言

市場動向調査対象の絞り込み

市場動向調査結果に基づいて、設立

予定のスタートアップが狙う市場、

シナリオの絞り込み

40

創業 アーリー ミドル

GAP

ファンド

申請・採択

難易度：中

40

経営人材 • 経営人材との役割分担が大切。
• 経営人材が外部情報の収集を行い、研究者と相談しながら外部のプログラムやピッチ等に応募。

ビジネスモデル
の議論

• IJIE-GAPファンド（ステップ２）の申請に向けて知財PDがVCのような立ち位置で伴走支援。
• 伴走支援の中で研究者、起業支援人材、経営者候補人材と議論し、ビジネスの想定市場と発展
を発想。

• 技術の実用化を目指すとなると周辺特許も必要となるため、大学知財室・TLOとも議論を実施

チーム編成
• VC、知財PD、起業支援人材等の支援もあってIJIE-GAPファンド（ステップ２）に採択。
• 研究者も外部のプログラムやピッチコンテストなどに積極的に参加して資金調達を推進。

市場及び社会的インパクトに関

する自主調査を基に想定市場の

絞込みや起業シナリオ案を作成

し、外部調査結果を得て、 VC・

経営者公募人材と議論のうえ最

初に狙う市場の絞込み。

ポイント

マイルストーンごとの支援成果（GAPファンド申請・採択）3

支援期間（約10か月）支援項目



ビジネスモデルのブラッシュアップ

✓ ユーザーが受け入れてくれるか否かがポイントで、課題解決の観点でどれくらい大きなインパク

トを出せるのかに重きを置いている。収益はユーザーの課題を解決することで生まれる。

想定する

バリューチェーンの

ターゲットの検討

✓ 共同研究企業との協業展開シナリオについて考慮しつつ、押さえておくべき要件（例：スタートアップの実施権

の確保、権利の共有と協業契約等）等についてVC、起業支援人材、経営者候補人材等と議論し、ビジネスモデ

ルを構築。

ここがポイント！

パートナー企業

クライアント企業

想定する協業先の検討

協働企業との共願特許に関する使用許諾に

係る交渉戦略や、新規出願に向け助言

知財戦略の検討

想定するバリューチェーン

41

パートナー戦略

想定する使用ユーザー以外の

クライアントの洗い出し収益構造の検討

パートナー企業との

事業の棲み分け

特許、意匠、商標の情報

調査・分析に関すること

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

ビジネスモデルに基づく

知財戦略策定

シーズの類似技術との優位性や独自性を確認し、

知財戦略（早期権利化、ノウハウ化の見極め）を策定、

及び競合技術との差別化要因について絞り込み

ビジネスモデルの構築、

企業との共有知財の実施権の

確保、ブラッシュアップ

出願戦略（海外展開、ブランディ

ング、ライセンス、競争優位性の

確保、参入障壁の構築等）の策定

共同研究企業との協業展開シナ

リオについて考慮しつつ、押さ

えておくべき要件（例：スター

トアップの実施権確保、権利の

共有と協業契約等）等について

TLO・大学の知財担当者を含め

て議論し、ビジネスモデルを構

築。

ポイント

調達 製造 流通・販売 クライアント

知財戦略
策定

ビジネスモデル
のブラッシュ

アップ

出願戦略
策定

難易度：中

マイルストーンごとの支援成果

（知財戦略策定、ビジネスモデルのブラッシュアップ、出願戦略策定）
4

支援期間（約10か月）支援項目



設立予定

スタートアップ

製造パートナー

¥代金 部品

原料メーカー 工業炉メーカー 工業炉ユーザー

¥

製品設置

定期

メンテナンス

代金

サービスの流れ

モノの流れ

カネの流れ

¥

ヒト（法人）

凡例

アフターフォロー

従量課金

ロイヤリティ

¥

ビジネスモデルとして、製造パートナーと連携し、工業炉メーカーへは製品・消耗品を納入し工業炉ユーザー

へは従量課金・ロイヤリティ等を受領してアフターフォローを提供することを想定している。

調達 製造 流通・販売 クライアント

代金

原料

¥ ¥

製品

消耗品の

納入

代金

削減した燃料費の一部を収益化
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バリューチェーンごとのビジネスモデル

想定されるビジネスモデル5
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派遣先：東北大学

2-4.

触覚技術シーズのユースケースごとの

戦略マップの策定



スタートアップ創出

45

社会実装の方向性

社会実装に向けた目標1

IT

顧客/提供形態と

ユースケースの具体化

ロールモデル分析

と論点整理

知財戦略策定

発明発掘及び先行

調査・請求項の検討

エコシステム・競合を

調査、模倣・代替ならび

に回避リスクを整理知財戦略をコア技術・周辺

技術・エコシステムに整理し、

外部環境要因を踏まえて戦略

オプションを比較評価。戦略

を具体的な戦術へ落とすため

の意思決定材料を整備。

ポイント

戦略マップ案及び

ロードマップ案の提示

ビジネスモデル

ブラッシュアップ

45

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン2

SU創出

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

事業化に必要な発明の発

掘、及び出願、権利化に

関する助言

ビジネスモデルに基づく

知財戦略策定

特許、意匠、商標の情報

調査・分析に関すること

3つのユースシーンを設定

し、知財戦略として整理

した上で、周辺技術の関

連付けの重要性を助言。

ポイント

基盤となる知財の確保を

踏まえ、

ビジネスモデルの方向性

を定めるサポートを実施。

ポイント

第1期（主に知財戦略支援） 第2期（主に事業戦略支援）

ロードマップ
等策定

事 例

派遣先

触覚技術シーズのユースケースごとの戦略マップ策定

東北大学（株式会社TouchStar）

支援期間（約20か月）支援項目

スキーム②

⚫ 触覚技術の研究成果を、提供形態と収益モデルに落とし込み、用途特許を含む知財

ポートフォリオを整備し、コア技術の優位性を担保する。

⚫ 普及の仕組み・提供形態・対価設計等を整理し、事業化に向けた方向性を整理する。

派遣先の目標



46

✓ 先行技術調査を分類・マップ化し、類似領域における用途特許の重要性を可視化。研究者・事業化メンバー・

知財戦略プロデューサー間で認識を揃え、用途側も含めた出願方針を明確化した。

✓ ユースケース別に3テーマを整理し、概念図・シーケンスで差分が表現できる粒度まで具体化。権利化検討を

進めた。

ここがポイント！

発明発掘～出願検討の支援フロー

✓ 応用範囲が広い技術シーズのため、事業領域の可能性が幅広く、ユースケースの優先順位が定めにくい。

✓ 優先順位が定まらないと、検討がコア技術中心になりやすく、用途側の論点が後回しになりやすい。

成果物

フロー

• 概念図

• フロー図

• 先行例対比メモ

• 発明届

• 出願方針メモ

• 請求項案

• 明細書骨子

• 先行特許マップ

（分類×用途）

• 注目特許リスト

• ユースケース

別テーマ

（3テーマ）

テーマA テーマB テーマC

ユース

ケース
領域A（BtoB） 領域B（BtoC） 領域C（BtoC）

検討観点

• 使われ方

（利用シーン）

• 導入のハードル

• 提供価値

• 実現方法

• 他社との連携方法

• 将来の拡張方針

支援中の

主な成果物
• 請求項案

• 概念図

• フロー図
• 権利化判断メモ

先行例と応用範囲の広さを

考慮すると、コア特許に

加えて用途特許まで

含めた設計が重要。

知財PD

知財戦略策定

発明発掘及び先行

調査・請求項の検討

ここが課題！

先行技術調査の可視化

（分類・マップ化）

発明テーマ設定

（ユースケース）

差分の具体化

（図解）

出願判断

（範囲・優先度）

請求項案・明細書骨子

レビュー

ユースケース別の論点整理を通じ、権利化の検討材料を整備

難易度：高

ユースケースごとに想定されるビジネス

マイルストーンごとの支援成果（知財戦略策定）3

支援期間（約10か月）支援項目

第1期（主に知財戦略支援） 第2期（主に事業戦略支援）

事業化に必要な発明の

発掘、及び出願、

権利化に関する助言



提供範囲

（提供単位の整理）

共有範囲

（外部と共有する情報の扱い）

導入設計

（試せる環境・進め方）

改善運用

（フィードバック回収、更新への接続）

供給側視点（提供の設計）

利用場面

（価値が効果的に発現するシーン）

価値の示し方

（評価指標やデモ手法）

利用形態

（単独利用・組込み利用など）

導入・定着設計

（使われ続ける形）

顧客側視点（利用の設計）
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✓ 商品開発において、供給側視点と顧客側視点に分類し、両側面から市場参入方法やエコシステムの構築方法を複合

的に考察する必要がある。

✓ 短期的なマネタイズ戦略としての提携、中長期的な成長戦略・グローバル戦略のための提携を考える必要がある。

ここが課題！

✓ 供給側視点（提供の設計）と顧客側視点（利用の設計）の2軸で論点を整理し、優先順位づけの観点を明確化。

✓ 検討結果を戦略マップの土台として可視化し、バックキャストしたロードマップ案を整理。

ここがポイント！

戦略マップ（将来像）の土台構築

運用・提供条件の合意

連携先探索

価値検証

関係者との連携強化

実現可能性の確認

横展開の推進

ロードマップ

（一例）

中期：

提供形態整備、

関係者連携強

化

将来像：

用途拡大現在：

優先論点の整理、連携先探索

戦略マップ案及び

ロードマップ案の提示

将来像からバックキャスト将来像からバックキャスト

難易度：高

ロードマップ
等策定

マイルストーンごとの支援成果（ロードマップ等策定）4

支援期間（約5か月）支援項目

第1期（主に知財戦略支援） 第2期（主に事業戦略支援）

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること



■商品力の要素分解

⚫ ロールモデル分析結果を、商品力7要素に整理し、戦略構築に活用していく。
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✓ 先行事例や競合動向は変化するため、整理した示唆は検証結果や外部環境を踏まえて継続的に見直す必要がある。

✓ 大学発スタートアップでは、性能・機能の向上に検討が偏り、デリバリ・サービスが相対的に過小評価される場

合がある。競合や自社の戦略を分析する際は、商品力全体のバランスを踏まえて判断する必要がある。

✓ 競合／先行事例（ロールモデル）の取組を分析し、商品力7要素に分解。

✓ 自社側も同一の切り口で整理できるようにし、強み・弱みを明確化してSWOT検討の材料とした。

✓ あわせて、商品力は性能・機能だけで決まらないことを示し、デリバリ・サービスも含めて評価する必要性を提

示。

ここがポイント！

■参照した観点

⚫ 特定のロールモデルから収集

したい観点を設定。
ロールモデル分析から抽出した観点（例）

性能

機能

品質

価格

（コスト）

デリバリ

サービス

デザイン

比較可能な指標での差別化の示し方

必須／拡張機能の切り分け方

定量指標でない品質・信頼性の担保方

法

対価設定とコスト整理

提供～運用までの実現方法

利用を支えるサポート範囲

体験・利用シーンを含む設計

本事例への適用方針

論点整理の軸

として活用

1

不足要素の

洗い出しに活用

2

事業化に向けて想定

されるビジネスモデルに

関すること

顧客/提供形態と

ユースケースの具体化

ロールモデル

分析と論点整理

ここが課題！

• 導入判断につながる根拠

• 拡大・展開の設計

普及の仕組み

• 顧客にとって受け入れや

すい提供の形

• 自社側で運用しやすい

提供の形

提供形態

• 料金体系

• 継続利用につながる

価格・契約設計

対価設計

ビジネスモデルの
ブラッシュアップ

難易度：中

ロールモデル分析からのビジネスモデルのブラッシュアップ

マイルストーンごとの支援成果（ビジネスモデルのブラッシュアップ）5

支援期間（約5か月）支援項目

第1期（主に知財戦略支援） 第2期（主に事業戦略支援）



Scheme
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スキーム 3
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派遣先：茨城大学

3-1.

大学を主体とした研究会の知財規程の

整備及び知財戦略の策定



自社技術を検索可能な形で言語化した

うえで、調査対象とする技術領域・観

点を整理。他社特許調査を通じて、競

合各社の技術動向を可視化した

自社技術及び先行文献調査の結果を基に、

出願に必要な技術要素・データを整理した。

あわせて、将来的な事業展開を見据え、周

辺特許まで含めた権利化範囲を設計

共同研究
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研究会内の技術を協調領域と競争領域

（各社の実装・用途開発）に区分し、そ

れぞれの領域に応じた権利帰属・利用条

件を定める知財規程を整備

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

無機化学 知財戦略

スタートアップ創出

研究開発戦略・事業化

戦略と、それに基づく

知財戦略策定

プロジェクトに関連する

知財（フォアグランド・

バックグランドIP）等

の取扱い・契約に

関すること

プロジェクトで生まれる

発明の発掘、出願及び

権利化に関する助言

分析の精度とスピードを高めるため、

特許調査に加えて調査レポート等を活用

した市場分析を行うことが重要である。

ポイント

国内優先権主張出願制度を活用

することで、データが十分に

揃っていない段階でも、最先の

出願日を確保できる。

ポイント

他社動向の可視化

研究会の

知財規程策定

出願戦略策定

事 例

派遣先

大学を主体とした研究会の知財規程の整備及び知財戦略の策定

茨城大学

支援期間（約20か月）支援項目

スキーム③

⚫ CO₂直接回収システムの出口戦略を構築する。実行手段として、出口戦略に紐づく

研究会の知財規程を整備し、技術の協調・競争領域を整理した上で、協調領域に

おける知財戦略を策定する。

派遣先の目標
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✓ 特許調査により他社動向を整理・可視化し、今後の事業戦略及び特許戦略を検討するための基盤を構築。

✓ 想定出口を見極めることで、将来的に精度の高い出願戦略の立案・実行を可能とする。

ここがポイント！

A用途向け

B用途向け

競合B社

動向

※各社の特許がどの分野で活用されているかを定量的に整理。

コア技術の言語化 他社特許動向の整理

大学の「提案書」や、国際調査機関

からの「見解書・引用文献」を

ベースに技術を言語化し、

検索式を設計。

出願国、出願人から

「誰が・どの技術を・

どれくらい持っているか」

を整理。

検索結果のうち、海外公報（特に中・

韓）には日本語要約がないため、手作

業で「要約」と「公報URL」を入力。

研究開発戦略・事業化

戦略と、それに基づく

知財戦略策定

自社技術を検索可能な形で言語化した

うえで、調査対象とする技術領域・観

点を整理した。他社特許調査を通じて、

競合各社の技術動向を可視化した

競合A社

動向

他社特許の可視化

特許調査結果を踏まえた他社動向の可視化

支援期間（約6か月）支援項目

難易度：中

マイルストーンごとの支援成果（他社特許の可視化）3

分析の精度とスピードを高めるため、

特許調査に加えて調査レポート等を活用

した市場分析を行うことが重要である。

ポイント
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✓ 大学単独の取組では、検証データの蓄積や実用化に限界がある。このため、複数企業が連携して研究会を設立し、

技術検証やデータの蓄積を共同で進めることが有効である。

✓ 研究会設立にあたっては、基盤技術は協調して整備し（オープン）、応用・製品化は各社が競争する（クロー

ズ）領域を明確にするとともに、これを前提とした知的財産に関する規約を設立前に整備することが重要である。

ここがポイント！

説明 留意点

協調領域

✓ 本研究会の中核となる共通基盤技術について、大学及び参

加企業が協調して整備・高度化する領域であり、参加企業

が共通に利用することを前提とした技術領域である。

✓ 権利は各参加企業に帰属させず、大学が一元的に管理し、

利用は参加企業に解放することが、研究会の成立及び継続

の条件となる。

✓ 共同研究であっても共有化は避け、

契約書上で「協調領域の発明は大学

帰属」と明記する。これにより、権

利の分散を防止する。

競争領域

✓ 各参加企業が、他の参加企業と競争しながら、自社の強み

（装置化、用途開発、サービス設計等）を活かして開発す

る実装・周辺技術の領域である。各参加企業が、事業戦略

や収益化の方法を各社が独自に判断・設計する。

✓ 大学の基盤技術に直接関与しない

範囲であれば、企業の単独出願・

単独権利化を認め、ビジネスインセ

ンティブを維持させる運用とする。

大学（主体）

参加企業

競争領域 協調領域

研究会

大学発の基盤

技術を共有

コア技術をもとに

各社サービスを展開
オープンクローズ

プロジェクトに関連する

知財（フォアグランド・

バックグランドIP）等

の取扱い・契約に

関すること

研究会内の技術を協調領域と競争領域

（各社の実装・用途開発）に区分し、そ

れぞれの領域に応じた権利帰属・利用条

件を定める知財規程を整備
研究会の

知財規定策定

難易度：高

研究会における技術の協調・競争領域の整理

支援期間（約10か月）支援項目

マイルストーンごとの支援成果（研究会の知財規程策定）4
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自社のコア技術を守るために

いち早い出願が必要である。

■国内優先権主張出願制度の活用イメージ

最初の特許・実用新案出願（先の出願）から原則1年以内であれば、

その内容に基づいて改良発明などを追加・統合して新しい出願（後の

出願）ができる制度

国内優先権主張出願制度の使用を検討

先の出願 後の出願

優先期間（１年）

国内優先権の主張

プロジェクトで生まれる

発明の発掘、出願及び

権利化に関する助言

自社技術及び先行文献調査の結果を基に、

出願に必要な技術要素・データを整理した。

あわせて、将来的な事業展開を見据え、周

辺特許まで含めた権利化範囲を設計

国内優先権主張出願制度

を用いることで、データ

が十分に揃っていない段

階でも、最先の出願日を

確保できる。

ポイント

✓ 技術を事業として活用するためには、第三者に先行されないよう、早期に権利として押さえる必要がある。

一方で、現時点では技術の有効性を十分に示す検証データが揃っていない。

ここが課題！

早く権利化したいが、

データが足りていない

まずは「骨子」で出願し、

最先の出願日を確保する。

1年以内に「肉付け」として追加

データや改良発明を補充し、

再出願する。

優先権は、最初の出願で明細書

に記載されていた発明に限って

認められる。

例えば、最初の出願で「装置

A」を記載し、後の出願で新た

に「装置Aに機能Bを追加した発

明」を記載した場合、機能Bに

ついては優先権は認められず、

後の出願日が基準日となる。

Step１ Step2

出願戦略

策定

✓ 特許調査により他社動向を整理・可視化し、今後の事業戦略及び特許戦略を検討するための基盤を構築。

ここがポイント！ 難易度：中

■国内優先権主張出願制度の活用

支援期間（約4か月）支援項目

参考（国内優先権）：
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/ht/
05_0200.html

マイルストーンごとの支援成果（出願戦略策定）5
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派遣先：山形大学

3-2.

大学発スタートアップへのライセンス戦略の構築



⚫ 将来的に、大学のライセンス収入を増やすため、共同研究先である大学発スタート

アップへのライセンス戦略を構築したい。

⚫ 大学だけが利を得るのではなく、大学発スタートアップと互いに成長し、シーズを

社会実装していきたい。
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支援期間（約10か月）

パテントマップの作成を

行い、知財ポートフォリ

オ構築について助言

研究者のシーズの社会実装に

向けて、今後のライセンス

戦略について助言

支援項目

知財ポートフォリオ構築

ライセンス戦略

策定

スタートアップ創出共同研究

共同研究の内容を把握す

ると共に、現在大学で保

有している知財を整理

知財の整理を基に、

パテントマップを構築

し、公知情報から応用

展開先及び類似技術を

提示することで、今後

研究者と共同研究先

SUが構築していくべ

きポートフォリオにつ

いて助言。

ポイント

派遣先の目標

社会実装の方向性

社会実装に向けたスケジュール・マイルストーン

社会実装に向けた目標1

2

ライセンス

ライセンス契約内容の

把握と更新時の条件提案
ライセンス条件の確認

共同研究先SUと協力して事業

拡大していかなければ、ライ

センス収入の増加が見込めな

い状況となるため、ライセン

ス交渉の内容について助言。

ポイント

研究開発戦略・事業化

戦略と、それに基づく

知財戦略策定

プロジェクトに関連

する知財等の取扱い・

契約に関すること

特許、意匠、商標の

情報調査・分析に

関すること

研究開発戦略・事業化

戦略と、それに基づく

知財戦略策定

工学 SU創出

知財を整理するにあたり、以下の観点で整理。

• シーズの適用先をどのように考えているか。

• 保有している知財の基となっている技術は

どのような原理か。

ポイント

事 例

派遣先

大学発スタートアップへのライセンス戦略の構築

山形大学 スキーム③
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✓ 複数の軸でもって保有特許と類似特許の整理を行うために研究者にヒアリングを実施。

ここがポイント！

✓ 研究者のシーズで設立されたSUの事業拡大と、シーズの活用先拡大とが相反する場面があり、研究者の真意がい

ずれにあるのか把握することが難しかった。

✓ 研究内容が多岐にわたり、応用先の特定が難しかった。また、出願中の知財もあり権利化に向けて方向性が不透

明であった。

ここが課題！

研究の特徴

• 活用している原理

• 適用可能な材料

• 現在の研究内容

競合優位性
• 競合となる他大学の研究内容

• 既に実施している企業

共同研究先SU
• 共同研究先SUとの関係

• 共同研究先SUの展望

ライセンス先
• 現在検討しているシーズの活用先

• 学会などで興味を有している企業

保有特許と類似特許の整理を行うために研究者に確認する観点

⚫ 今後、実際にどのようにシーズを活用していきたいと考えているか。

⚫ ライセンスしている知財以外の活用は考えているか。

⚫ スタートアップの成長とシーズの活用先拡大のどちらに比重を置くか。

知財PD

研究内容を把握し次に繋げるための

ヒアリングを実施

知財戦略プロデューサーからは以下の内容について

ヒアリングを実施。

ヒアリング内容例

研究開発戦略・事業化

戦略と、それに基づく

知財戦略策定

プロジェクトに関連す

る知財等の取扱い・契

約に関すること

共同研究の内容を把握

すると共に、現在大学で

保有している知財を整理

ライセンス契約内容の

把握と更新時の条件提案

知財を整理するにあたり、以下の観点

で整理。

• シーズの適用先をどのように考えて

いるか。

• 保有している知財の基となっている

技術はどのような原理か。

ポイント

ライセンス条件の確認

難易度：低

マイルストーンごとの支援成果（ライセンス条件の確認）3

支援期間（約3か月）支援項目



59

Step１ Step2 Step3

材料・原理

応用先
用途1.用途2

向けに製品を上市

既存の化合物で

原理aを用いる

新規化合物で、

原理cを用いる

大学の研究成果を

移転する

用途1.2向けに

適応していく。

✓ 知財の整理を基に、パテントマップを構築し、公知情報から応用展開先及び類似技術を提示することで、今後

研究者と共同研究先SUが構築していくべきポートフォリオについて助言。

ここがポイント！

✓ 支援を進める中で、共同研究先SUが装置製造を委託している企業が、類似製品を販売していることが判明した。

大学が保有している知財を侵害しているかや、今後共同研究先SUにてどのような事業展開を考えているかを整理

した上でポートフォリオ構築を行った。

材料と適用範囲を

踏まえて段階的に

研究開発を進めていく。

共同研究先

⚫ シーズの適用先にはどのようなものがあるか。

⚫ 保有している知財の基となっている技術はどのような原理か。

想定される用途をある程度、考えた後は、

具体的な製品例を挙げていく。

特許A

特許B

特許C

保有特許

特許D

特許E

他社特許

用途1 用途2 用途3 用途4 用途5 用途6

原理a

原理b

原理c

特許A

特許D
特許E

特許B 特許C

研究中シーズ

研究の流れに沿った内容を挙げていく。

特許、意匠、商標の

情報調査・分析に

関すること

パテントマップの作成を

行い、知財ポートフォリ

オ構築について助言

ここが課題！

知財ポートフォリオ構築

難易度：中

ポートフォリオを構築する際に整理する観点

社会実装に向けたステップごとの応用先

マイルストーンごとの支援成果（知財ポートフォリオ構築）4

支援期間（約4か月）支援項目



✓ 共同研究先SUと協力して事業拡大していかなければ、ライセンス収入の増加が見込めない状況となるため、

ライセンス交渉の内容について助言。

ここがポイント！

✓ 独占的通常実施権でライセンスしていても、共同研究先側に事業拡大の努力義務がない。また、売上に応じた

ライセンス契約にも関わらず、監査権がない。

大学

大学発SU 過去の共同研究先企業

シーズに関する

ほとんどの

特許をライセンス

関連する特許の

一部をライセンス

知財戦略プロデューサーからは以下の助言を実施。

⚫ 過去の共同研究先へのライセンス条件が、大学発SUの事業拡大

に影響を与える。

⚫ サブライセンス権の取り扱い方が重要である。

ライセンスの

考え方

知財PD

装置メーカー

一部特許を

サブライセンス

①独占的通常実施権によるライセンスを

していても、共同研究先の大学発SU

が、当該特許を用いて事業拡大をしな

ければ ライセンス料は増えない。

②売上に対してライセンス料率を設定

していても、大学は当該ライセンス

を利用した売上高等を正確に把握で

きることができない

③サブライセンス権を付与す

る場合は、ライセンス先

の拡大を、ライセンス交

渉の段階から議論する必

要がある。

研究開発戦略・事業化

戦略と、それに基づく

知財戦略策定

研究者のシーズの社会実装に

向けて、今後のライセンス

戦略について助言

ここが課題！

ライセンス戦略策定

難易度：高
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マイルストーンごとの支援成果（ライセンス戦略策定）5

支援期間（約3か月）支援項目
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Scheme

62

付録 1 2 3



✓ 付録①の説明は、支援計画書雛形（EXCEL)に基づく内容となります。別途、INPITホームページよりファイ

ルをダウンロードいただいた上でご確認いただくと理解が深まります。

✓ 支援計画書は、URA等の研究支援者が支援する研究者と、社会実装に向けて達成すべきマイルストーン及び

達成に向けた支援スケジュールを共有することを目的として作成します。

✓ 支援計画書は以下の4項目から構成されます。
a. 最終目標の設定
b. 成果目標の設定
c. 支援項目・支援概要・支援目標の設定
d. 支援スケジュールの設定

✓ 以下の記載内容は例示のため、支援内容等に沿って支援計画書を適宜カスタマイズをして使用ください。
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付録① 社会実装に向けた支援計画書の作成

✓ 「支援活動で目指す最終目標」には、支援によって最終的に達成したい目標を設定します。例えば、「GAP

ファンド獲得によりPoCを行いたい」、「大学発スタートアップ設立につなげたい」、「研究シーズを企業

との共同研究・ライセンスにつなげたい」など、定性的な目標となります。

＜記載例＞
• 支援期間中に、支援対象のシーズについて、ビジネスモデルを構築しスタートアップ設立を実現する。また、ス
タートアップ設立に向けて、保有特許のライセンス交渉を進めていく。

• ライセンス料率などの決定やストックオプションでの受領方法などを実装する形で、当該シーズにおけるスタート
アップ設立後の規模拡大を図る。

✓ 「支援活動で目指す最終目標」 は定性的な目標ですが、 「成果目標」では、例えば新たに特定するシーズ

の数、特許出願件数などの定量的な目標を設定します。ここでは、無理な目標ではなく、達成可能な目標を

設定しましょう。

特定する研究者数 件 シーズ特定数 件 国内出願数 件 知財戦略策定数 件

研究者ヒアリング数 件 発明届出数 件 海外出願数 件 出口戦略策定数 件

その他（自由記載） （ ） 件 （ ） 件 （ ） 件

シーズ

ノウハウ秘匿件数（件） 件 海外出願数 件 ビジネスモデル構築数 件 資金獲得件（GAPファンド） 件

国内出願数 件 知財戦略策定数 件 ライセンス実施数 件 資金獲得件数（VC等） 件

スタートアップ設立 件
その他

（自由記載）
（ ） 件 （ ） 件 （ ） 件

スタートアップに
関する制度整備等

例：新株予約権取得に関
する制度設計

件 （自由記載） 件 （自由記載） 件 （自由記載） 件

シーズ特定数 件 国内出願数（単願） 件 国内出願数（共願） 件 知財戦略策定数 件

ノウハウ秘匿件数 件 海外出願数（単願） 件 海外出願数（共願） 件 出口戦略策定数 件

その他（自由記載） （ ） 件 （ ） 件 （ ） 件

成果目標：スキーム①（有望なシーズの発掘・活用支援）の場合

成果目標：スキーム②（スタートアップ創出支援）の場合

成果目標：スキーム③（企業との大型共同研究支援）の場合

支援活動で目指す最終目標

最終目標の設定2

成果目標の設定３

1 支援計画書を作成する目的と作成内容

https://www.inpit.go.jp/katsuyo/ip_academia_haken/index.html
https://www.inpit.go.jp/katsuyo/ip_academia_haken/index.html


✓ 成果目標を達成するために、支援項目・支援概要・支援目標を「支援内容の概要と支援目標」に記載します。

支援概要は具体的に記載をした方が、研究者との認識合わせが容易なためため、おすすめです。

支援内容 支援項目 支援概要 支援目標

スタートアップの創業・運営
に関すること

シーズの内容及び特許の内容を把握すると共に、研究者が検討
しているスタートアップ設立に向けた構想案を把握する。把握
した内容を踏まえて、狙う市場と現在の特許の状況を整理する。

事業展開を狙っている市
場と保有特許の整理（研
究者ヒアリング）

技術動向・市場動向等の調査 ビジネスモデル及びノウハウ化に関する助言を実施するために
技術動向調査を実施する。実施にあたり、必要となる調査の方
向性や検索式を決定する。

技術動向調査の調査内容
の策定

技術動向・市場動向等の調査 ビジネスモデルの構築を実施するために、シーズの市場調査を
実施する。市場調査の内容を検討する。

市場動向調査の調査内容
の策定

事業化に向けて想定されるビ
ジネスモデルに関すること

技術動向調査、市場動向調査の結果を基に、スタートアップ設
立に向けたビジネスモデルを構築する。

スタートアップ設立に向
けたビジネスモデルにつ
いて助言

事業化に向けて想定されるビ
ジネスモデルに関すること

GAPファンド獲得を目指して構築したビジネスモデルを基に
ピッチ資料について助言を実施する。

GAPファンド獲得に向け
たピッチ資料への助言

ノウハウ・データ等の秘密管
理等に関すること

本シーズは、AI等での情報処理が含まれるため、スタートアッ
プ設立時におけるデータの取り扱いについて検討する。

データの取り扱い方針に
関する提言

ノウハウ・データ等の秘密管
理等に関すること

解析技術などについては出願していないため、ノウハウ化する
ことで保護する事を検討する。ノウハウとすべき項目の検討を
行い、知財化するポイントとの棲み分けを助言する。

ノウハウ秘匿に関する助
言

ライセンス（新株予約権の活
用を含む。）に関すること

既存の特許について、大学からスタートアップへライセンスす
るために、構築したビジネスモデルに基づいたライセンス手
法・料率について助言する。

ライセンスの方法及び料
率への助言

支援項目における最終的に達成したい

目標を記載しましょう。
支援の内容を支援項目ごとに記載しましょう。

支援内容の概要と支援目標＜記載例＞

✓ 支援の流れを実際に考えながら支援項目を作成することがおすすめです。以下は一例ですがスタートアップ

創出支援、企業との大型共同研究支援の流れを示しています。研究成果の状況等に応じて設定しましょう。

ここがポイント！

＜スタートアップ創出支援の一例＞

市場・技術動向調査の
実施

調査結果を基にした
ビジネスモデルの検討

ビジネスモデルに連動
した知財戦略の検討

＜企業との大型共同研究支援の一例＞

共有特許の権利範囲を
整理

共同研究成果以外の、
関連する研究内容につ
いて、新たなシーズを
特定

共同研究から生じる
大学単独での出願戦略
の検討

知財戦略を基にした
特許ポートフォリオの提案

支援項目・支援概要・支援目標の設定４

64
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✓ 「支援内容の概要と支援目標」に記載した内容を基に「支援スケジュール」を作成します。スケジュール作

成にあたっては、支援項目をいつ実施し、成果目標をいつ達成するか、月単位で分かるようにスケジュールを

作成します。

✓ 研究者の研究進捗、特許出願への対応等により、支援項目の優先順位をやむを得ず変更する場合もあります。

その場合はスケジュールを見直しましょう。

✓ iAcaで実際に活用した支援計画書雛形（EXCEL)はINPITホームページ※からダウンロード

いただけます。各大学等の研究者支援にご活用ください！

支援項目 支援目標
支援
日数

（予定）

重要度・
困難度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

1

スタートアップの創
業・運営に関すること

事業展開を狙っている
市場と保有特許の整理
（研究者ヒアリング）

3.0 

1 1

2
技術動向・市場動向等
の調査

技術動向調査の調査内
容の策定

1.5 重要
1

3
技術動向・市場動向等
の調査

市場動向調査の調査内
容の策定

1.5 
1

4

事業化に向けて想定さ
れるビジネスモデルに
関すること

スタートアップ設立に
向けたビジネスモデル
について助言

3.0 困難

1 1

5
事業化に向けて想定さ
れるビジネスモデルに
関すること

GAPファンド獲得に向
けたピッチ資料への助
言

3.0 

1 1

6
ノウハウ・データ等の
秘密管理等に関する
こと

データの取り扱い方針
に関する提言

3.0 

1 1

7
ノウハウ・データ等の
秘密管理等に関す
ること

ノウハウ秘匿に関する
助言

3.0 重要

1 1

8
ライセンス（新株予約
権の活用を含む。）に
関すること

ライセンスの方法及び
料率への助言

3.0 

1

支援スケジュール＜記載例＞

支援に必要な想定

日数を記載しま

しょう。

支援成果を達成するために、重要と考えら
れる項目と、支援が困難であると考えられ
る項目があれば、【重要度・困難度】で振
り分けを行うと効果的です。

調査を踏まえて、
ビジネスモデルを構築

ビジネスモデルに合わせた
ライセンス方法を検討

他の支援項目と連動する支援項目は、

矢印でつなげて連動させる内容を記

載することがおすすめです。

支援目標は「支援内容の概要

と支援目標」と同じ内容を記

載しましょう。

※INPITホームページ「公募型の知財支援」のiAca（大学等の研究成果の社会実装に向けた知財支援事業）の「その他

（イベント、参考資料等）」からダウンロードください。

支援スケジュールの設定5

https://www.inpit.go.jp/katsuyo/ip_academia_haken/index.html
https://www.inpit.go.jp/katsuyo/ip_academia_haken/index.html
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✓ ビジネスモデルとは、対象となる事業がどのように顧客に価値を提供し、市場を創っていくかを構造化する

ための設計図です。

✓ ビジネスモデルは、対象となる事業に対する支援者への説明が容易になることや、表面化しにくい事業の構

造（市場性、リスクなど）を特定することができます。

スタートアップモデル

大学
大学発
スタート
アップ

顧客

ライセンス許諾

ライセンス料、
共同研究費

など

顧客
ライセンス許諾
を受けた企業

製品・サービス

売上

企業連携モデル

スタートアップモデル 企業連携モデル

目 的
大学発スタートアップを通じて

（サブ）ライセンス又は製品・サービス
化して収入を得る

企業からのライセンス収入や
共同研究費等を得る

収 益 源
大学発スタートアップを通じた

（サブ）ライセンス料又は製品・サービ
ス売上

特許の使用許諾企業からロイヤリティ
（イニシャル、ランニング）を得る

資 金 調 達
大学保有の特許等を基に

VC等からの資金調達
企業等からの共同研究費等

必 要 な 人 員 ・ 組 織
研究開発・製造・営業・マーケ・

経営人材など会社経営に関する多機能
研究開発・知財管理・知財法務が中心

リスクとリターンの大きさ

大きい

※在庫管理や人件費及び市場変化などの

リスクが大きいが、IPOやM＆Aの可能性

もあり大きなリターンが期待できる

小さい

※固定費が少なく、安定的な収益が得

られるが、大型のライセンス契約を締

結しない限り、大きなリターンは

期待できない

スタートアップモデルと企業連携モデルの特徴比較

1

2

ビジネスモデルとは

代表的な大学発明のビジネスモデル

✓ 大学発明を社会実装する場合の研究成果（特許）を基にした2つのビジネスモデル例として、「自ら事業を

実施するか（スタートアップモデル）」と「連携先企業が実施するか（企業連携モデル）」があげられます。

✓ 大学発スタートアップを設立後に、大学発スタートアップから顧客にサブライセンスするビジネスモデルも

存在します。

大学

ライセンス許諾、
特許権移転など

ライセンス料、
譲渡金など

連携企業

付録② 社会実装に向けたビジネスモデルの可視化

ポイント！



ビジネスモデルの主体
例：ABC株式会社

顧客
例：大手製造業

価値提供
例：AI技術

顧客との関係
例：ライセンス契約

（独占実施）

収入の流れ
例：ライセンス収入

リソース
例：大学発の研究成果（単独特許）

研究人材
経営人材

キーパートナー
例：大学、大学研究室、
技術インフラ提供企業等

¥

コスト
例：研究開発費

技術インフラ使用料
人件費

¥

収入の流れ、コストという、お金の流

れをわかりやすく記載する。

ポイント１

協力関係にあるパートナーが複数あり、

パートナーごとに分けて記載した方が

分かりやすい場合は分けて記載する。

ポイント2

ビジネスモデル図解例（企業連携モデル）

ビジネスモデルの流れを図解化して、第三者への明確な説明が可能に！

✓ ビジネスモデルを図解化することで、関連するステークホルダー及びステークホルダー間の関係性が容易に

把握でき、全体像が明確になります。
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ビジネスモデルの可視化①：ビジネスモデル図解3

ビジネスモデル図解は、事業が売上を生み出すための仕組みを平面で示したものであり、ステークホルダー

間の関係性が一目で分かります。以下は、ビジネスモデル図解例です。

ポイント！
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ビジネスモデルキャンバスは、複数項目（価値提案、顧客セグメント、収入の流れ等）に構造化でき、各要

素ごとに分解して、アイデア出しを行う際にも活用可能である。ビジネスモデル図解（前項）と比較すると、

事業の強み・弱みを俯瞰的に分析することができます。以下は、ビジネスモデルキャンバスの図示化例です。

ビジネスモデルの主体

キーパートナー 社会実装に向けた
活動

価値提供 顧客との関係 想定顧客

リソース チャネル

コスト 収入の流れ

XXX株式会社（〇〇大学発スタートアップ）

・顧客：大手製造
業
（初期顧客）
・課題：AI・自動
化の技術を社内プ
ロセス改善及び製
品に落とせない
・ニーズ：実運用
できるAI

・AI技術を実務
や顧客向け製品
として使える技
術を提供する

・ソリューショ
ン：実装・運用
まで提供するAI

・競合品との違
い：ユーザーフ
レンドリー性が
高く使いやすい

・共同研究契約
・ライセンス契約
（独占実施）

・直接営業
・共同研究
・PoC

・共同研究費
・独占実施料

・人件費（研究者・エンジニア）
・研究開発費
・技術インフラ使用料
・PoC、運用試験コスト

・大学発の研究成果
（単独特許）
・研究人材
・経営人材

・研究成果の高度化
・技術実装
・PoC
・運用試験

・A大学B研究室

・パートナー企業

・技術インフラ
提供企業

ビジネスモデルの強み・弱みを構造化して、部分的な改善が可能に！

・独占実施権が切
れた後の第三者へ
のライセンス許諾

リスク

ビジネスモデルキャンバス（スタートアップモデル）の図示化例

ビジネスモデルの可視化②：ビジネスモデルキャンバス4

✓ ビジネスモデルを構成する要素を分解することで、自社が強いところと弱いところを平面で比較分析でき、

各ブロックごとに部分的な改善が可能となります。

ポイント！



制度・事業等 行政機関 概要 URL

アカデミア知財
支援窓口
※他スキーム共通

INPIT

大学等における知財のルール策定や産学連携活
動等に関する知財課題の解決のため、研究ス
テージの初期段階から社会実装に至るまでの知
財に関する課題解決に向けた支援サービスを提
供。

https://www.inpit.go.jp/katsuy
o/ip_academia/index.html

外国出願補助金 INPIT

中小企業、スタートアップ、大学等に対し、外
国における発明（特許）、考案（実用新案）、
意匠又は商標の権利化に要する経費の一部を補
助。

https://www.inpit.go.jp/shien/g
aikoku/index.html

革新的医療技術研究
開発推進事業
（産学官共同型）

AMED
複数の企業と複数のアカデミアが連携し、基金
と民間資金からなる複数年度のマッチングファ
ンドによる研究開発を実施。

https://www.amed.go.jp/progra
m/list/18/03/002.html

知財活用支援事業
（権利化支援）

JST
大学等が出願人となって行うPCT出願を、PCT
出願段階、国内移行段階の２ステージ方式で支
援。

https://www.jst.go.jp/chizai/pa
t/p_s_00summary.html

スキーム①有望なシーズの発掘・活用支援に関連する支援制度・事業等

制度・事業等 行政機関 概要 URL

知財アクセラレー
ションプログラム
（IPAS）

INPIT

創業期（シード、アーリー）のスタートアップ
を対象に、知財戦略プロデューサー（ビジネス
メンター・知財メンター）が、適切なビジネス
モデルの構築とビジネス戦略に連動した知財戦
略の構築を支援。

https://ipas-
startups.inpit.go.jp/

VC-IPAS 特許庁

ベンチャーキャピタルへ弁理士・弁護士といっ
た知的財産の専門家を派遣し、投資前及び投資
後のスタートアップに対して事業戦略に連動し
た知財戦略構築等を支援。

https://ipbase.go.jp/for-
vc/#overview

成長型中小企業等研
究開発支援事業
（Go-Tech事業）

中小企業庁
中小企業等が大学・公設試等の研究機関等と連
携して行う研究開発、試作品開発及び販路開拓
への取組を支援。

https://www.chusho.meti.go.jp/
sapoin/index.php/about/

大学発スタートアッ
プ
創出支援事業※

東京都
大学発スタートアップ創出に向けた知見やノウ
ハウを有するコーディネーターが、東京都と連
携し各大学等の実情に応じて支援。

https://www.startupandglobalfi
nancialcity.metro.tokyo.lg.jp/sta
rtup/initiatives/university-
startup-support

全国アントレプレ
ナーシップ人材育成
プログラム

文部科学省

全国の大学生・大学院生・高等専門学校生を対
象にアントレプレナーシップを身に付けるプロ
グラム、アントレプレナーシップ教育のための
教職員向けプログラムを実施。

https://entrepreneurship-
education.mext.go.jp/

スキーム②スタートアップ創出支援に関連する支援制度・事業等

行政機関は様々な大学等支援の施策を

実施しています。ここでは、iAcaの支援

スキームに関連する施策の一部を紹介し

ます。

※2026年3月時点の情報です。
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略語 正式名称

AMED 国立研究開発法人日本医療研究開発機構

INPIT 独立行政法人工業所有権情報・研修館

JST 国立研究開発法人科学技術振興機構

JETRO 独立行政法人日本貿易振興機構

NEDO 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

※東京都の支援事業のように、各自治体が実施する同様な制度もあります。

付録③ 大学等支援の施策例
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スキーム②スタートアップ創出支援に関連する支援制度・事業等（続き）

制度・事業等 行政機関 概要 URL

創薬ベンチャー
エコシステム強化事業

AMED
ベンチャーキャピタル（VC）を認定し、認定
したVCによる出資を要件として、創薬ベン
チャーが実施する実用化開発を支援。

https://www.amed.go.jp/progra
m/list/19/02/005.html

橋渡し研究プログラム
（大学発医療系スター
トアップ支援プログラ
ム）

AMED

文部科学大臣が認定した機関（橋渡し研究支援
機関）を活用し、機関外を含む全国のアカデミ
ア等の優れた基礎研究の成果を臨床研究・実用
化へと効率的に橋渡しするための支援。

https://www.amed.go.jp/progra
m/list/16/01/014.html

海外における起業家等
の育成プログラム
（J-StarX）

JETRO 起業家等を海外に派遣する事業。
https://www.jetro.go.jp/service
s/j-starx/

研究成果展開事業
大学発新産業創出
プログラム
（START）

JST

プロジェクト推進型SBIRフェーズ１支援を実
施
各省庁等から社会ニーズ・政策課題をもとに設
定された研究開発テーマに対して、概念実証や
実現可能性調査を実施し、事業化を目指すプロ
グラム。

https://www.jst.go.jp/start/

出資型新事業創出支援
プログラム
（SUCCESS）

JST
研究開発成果の実用化を目指すスタートアップ
に対し、出資や人的・技術的援助（ハンズオ
ン）を実施。

https://www.jst.go.jp/entre/

大学発新産業創出基金
事業

JST
大学等を中心とした産学官共創による大学等発
スタートアップ創出支援等を実施可能な環境の
形成を推進。

https://www.jst.go.jp/program/
startupkikin/index.html

National Innovation 
Network for 
Entrepreneur Japan
(NINEJP)

JST

全国9拠点の大学発スタートアップ支援プラッ
トフォームが連携し、日本全体でグローバルに
通用する事業を生み出すことを目的としたイノ
ベーションエコシステム。

https://ninejp.org/ja

NEDO Entrepreneurs
Program (NEP)

NEDO
創業前から創業初期の起業家候補人材の育成及
び支援に特化した事業。

https://nep.nedo.go.jp/

Management 
Personnel Matching 
program （MPM）

NEDO

大学等の技術シーズ・大学発スタートアップと
のマッチング等を実施するVC等を対象として、
自らが起業またはスタートアップの経営者とし
て参画することを志向する人材を発掘。

https://www.nedo.go.jp/activiti
es/ZZJP_100248.html

スキーム③企業との大型共同研究支援に関連する支援制度・事業等

制度・事業等 行政機関 概要 URL

オープンイノベーション
促進のためのモデル
契約書

特許庁
事業会社・スタートアップ間、大学・大学
発スタートアップ間のモデル契約書。

https://www.jpo.go.jp/support/
general/open-innovation-
portal/index.html

知的財産のライセンスに
関する調査報告
（2025年5月更新）

経済産業省
特許権・商標権・プログラム著作権・技術
ノウハウについて、ロイヤリティ料率の実
態を調査した結果を示した報告書。

https://www.meti.go.jp/policy/i
ntellectual_assets/guideline/lis
t21.html

さくらツール 文部科学省
コンソーシアム型共同研究契約に係るモデ
ル選択にあたっての考慮要素とモデルをさ
くらツールとして提供。

https://www.mext.go.jp/a_men
u/shinkou/sangaku/1403194.ht
m
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行政機関による主なスタートアップ支援ポータルサイト・窓口サイト・施策紹介サイト等

スタートアップ支援ポータルサイト・窓口 行政機関 URL

IP BASE 特許庁 https://ipbase.go.jp/

スタートアップ・新規事業 経済産業省
https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/index.h
tml

文部科学省におけるスタートアップ支援施策 文部科学省
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/startup/m
ext_02343.html

スタートアップ育成ポータルサイト 内閣官房
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/su-
portal/index.html

AMEDにおけるスタートアップ支援について AMED
https://www.amed.go.jp/chitekizaisan/start_up_shi
en.html

スタートアップ支援窓口について INPIT
https://www.inpit.go.jp/katsuyo/ip_startup/index.ht
ml

イノベーション・スタートアップ
ビジネス情報とジェトロの支援サービス

JETRO https://www.jetro.go.jp/themetop/innovation/

NEDOの取り組み・プロジェクト
～NEDOのスタートアップ支援の全体像～

NEDO
https://www.nedo.go.jp/activities/introduction12_02
.html

その他関連する支援制度・事業等

制度・事業等 行政機関 概要 URL

大学知財ガバナンス
ガイドライン

内閣府
文部科学省
経済産業省

知財マネジメント及び知財ガバナンスに関す
る考え方を示したガイドライン。

https://www.kantei.go.jp/jp/sin
gi/titeki2/tyousakai/daigaku_go
v/governance_guideline.html

大学ファクトブック
経済産業省
文部科学省

産業界との連携実績などのデータを、文部科
学省が毎年実施する「大学等における産学連
携等実施状況について」の結果を基に比較評
価が可能な形にした資料。

https://www.meti.go.jp/policy/i
nnovation_corp/daigaku_factbo
ok.html

産学官連携による共同
研究強化のためのガイ
ドライン【追補版】

文部科学省
経済産業省

体制構築に向けて大学等においてボトルネッ
クとなっている課題、産業界における課題と
それに対する対応についてガイドラインとし
て提供。

https://www.mext.go.jp/a_men
u/shinkou/sangaku/mext_0077
8.html
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